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表明選好法を使う理由

 顕示選好法による環境評価では、人々が環境
サービスを利用する時に残す足跡を手がかりに、
人々が環境サービスをどの様に評価しているか
調べた。

 しかし、人々は環境を保護するために費用を負
担しても良いと考えているが、環境サービスを実
際に利用することはない場合がある。

 そうした場合は、足跡を見つけることは望めず、
環境サービスをどの様に評価するかを人々に直
接尋ねる必要がある。
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表明選好法の種類

 表明選好法による環境評価法には

1. Contingent Valuation Method （CVM）

2. Conjoint Analysis（コンジョイント分析）

の2つの種類がある。
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CVMの概念図
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CVM
 CVMでは、環境サービスの利用者に対し、環境

サービスの改善に対する支払い意思額などを尋
ねる。

質問例
○市の△川では、5月から6月にかけて、蛍の光を楽しむこ
とができます。しかし、水質の悪化に伴い、蛍の数は年々
減少しています。さて、あなたは水質を改善し蛍を保護す
るためにB円を支払っても構わないと思いますか。
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CVMの歴史

 Ciriacy-Wantrup（1947）
 アイデア提示

 アメリカ国立公園局（1958）
 デラウエア川流域のレクリエーションの便益評価

 オハイオ裁判（1989）
 自然環境被害の損害額の算定にCVMの利用を認める。

 エクソンバルディーズ号事件（1989）
 原油流出事故による生態系へのダメージの損害賠償の算定に

CVMを利用しようとする。
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スーパーファンド法

 ニューヨーク州のラブキャナル運河には1930年代から
多くの有害廃棄物が投機されてきた。

 その後、この運河は埋め立てられ住宅地として販売され
たが、埋め立て後30年近くを経ると化学物質が漏出し、
地域住民に健康被害などが発生することとなった。

 この事件を契機に、アメリカ議会は包括的環境対策・補
償・責任法を1980年に通過させた。

 法案は、環境庁が汚染の調査や浄化を担当して、汚染
責任者の特定化ができるまで、化学産業と石油産業に
対する税金で創設されたスーパーファンドから必要な資
金が支出されることとなった。
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オハイオ裁判

 スーパーファンド法の適用に際し問題となったのは、汚染の損害額を
どの様に算定するかということであった。

 内務省は1986年に、

①復元費用、置換費用、利用価値の低下分の3つの中で最も低い
金額を損害額とする、

②自然環境の維持しておく価値（存在価値など）を評価する必要が
ある場合にはCVMを利用できる

というルールを示した。

 これに対し、オハイオ州など10州、環境保護団体、産業界が内務省
を相手取り裁判を起こすこととなった。

 裁判所は、CVMの利用を支持しただけでなく、更に進んで、レクリ
エーション活動などの利用価値が算定できる場合でも存在価値など
を評価するためにCVMを利用することを内務省に要請した。
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エクソンバルディーズ号事件

 1989年3月、アラスカ湾沖でエクソン社のバルディーズ号が座礁し原
油約4万2000ｔが流出する事故が発生した。

 事故が発生したアラスカ湾沖は、ニシンやサケをはじめとする海産物
が豊富な地域であり、また、アザラシや海鳥などが多数生息する地域
であった。

 この事故の損害額を算定するにあたりCVMが利用されることとなった。
アラスカ州は全米1043世帯に対し面接調査を実施し、原油の流失を
防止することを目的に政府が石油タンカーにエスコートシップをむこう
10年間つけるなら幾らお金を支払う意思があるかを尋ねた。

 このCVM調査の結果、事故の損害額は28億ドルと算定された。

 最終的にはアラスカ州とエクソン社は10億ドルの損害額で合意をした
が、この調査は自然環境の損害評価の算定にCVMを利用することに
関し、大きな議論を巻き起こすこととなった。
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NOAAのガイドライン

 CVMの利用に対する批判を受け、国家海洋大気局
（NOAA）は自然環境の損害評価の算定にCVMを利用
することの妥当性を議論するパネルを組織した。

 パネリストには著名な経済学者が含まれたが、CVM利

用の妥当性については経済学者の間でも意見が割れる
こととなった。

 最終的に、パネルは慎重に設計・実施されたCVM調査

の結果は自然環境の損害評価の算定に利用可能であ
るとし、CVM調査において留意すべき事項をガイドライ
ンとしてまとめている。
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CVMの手順

1. 調査計画の策定（調査目的，調査規模，調査
方法など）

2. 調査票の作成（提示シナリオ，個人属性）

3. 予備調査の実施（調査表の見直し）

4. 本調査の実施（面接調査，郵送調査，電話調
査）

5. データ分析（データ入力，統計分析，環境改善
に対する支払い意思額の推計)

6. 調査報告書の作成
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支払い意思額の算定

 回答コストを下げるためにCVMでは特定の金額を提示

し、環境改善のためにその金額を支払う意思があるか
どうかを尋ねる場合が多い。

 環境改善のためにB円のお金を支払う意思がありますかなど。

 人により提示金額を変化させたり、同じ人に異なる金額
を示して、支払い意思額を分析する。

 提示金額Bが増加するにつれ、その金額を支払う意思

があると答える人の割合は低下するので、提示金額と
YESと答える人の割合を調べることにより、支払い意思
額の累積分布関数を描くことができる。
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支払い意思額の累積分布関数

支払い意思額

累
積
分
布
関
数

１

B

πB



2016/6/7 環境経済学１２ 松本茂 14

CVMに対する批判

 アプローチに対する批判

1. 被験者（アンケートの回答者）に予算制約を認識させ
ることが難しい。

2. CVMのアンケート調査で環境資源に関する情報を被
験者に伝えるのは困難である。

3. CVMのアンケート調査では、人々が非合理的な選択
をする場合がある。

 利用に対する批判
1. 調査費用が非常に嵩む。

2. 得られた知見を他の環境資源の便益調査に利用する
ことが難しい。
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コンジョイント分析
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コンジョイント分析を利用する理由

 CVMでは環境の便益全般の評価を行うこととな

るが、コンジョイント分析では属性ごと便益評価
を行える。

 CVMと同様に、非利用価値の便益評価を行うこ
とが可能である。
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コンジョイント分析の歴史

 Luce and Turkey（1964）
 アイデア提示（計量心理学）

 Green and Wind（1973）
 市場調査への応用

 Viscussi, Magat, and Huber(1991) 
 健康リスク評価
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コンジョイント分析の事例

コンジョイントの例

選択肢１ 選択肢２ 選択肢３

アクセシビリティー 20分 40分 60分

駐車料金 1000円 800円 300円

透明度 20cm 50cm 100cm
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コンジョイント分析の手順

1. 調査計画の策定（調査目的，調査規模，調査方法な
ど）

2. 属性とレベルの選定（評価属性，属性レベル）

3. プロファイルデザイン（評定型，選択型，直交計画）

4. 予備調査の実施

5. 本調査の実施

6. データ分析（データ入力，統計分析，環境改善に対す
る支払い意思額の推計)

7. 調査報告書の作成
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コンジョイント分析の限界

 調査費用が非常に嵩む。

 属性の数やレベルが多くなるにつれ、被験者に
評価をして貰う選択肢の数は急激に増加する。


